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参考 導入実績の調査概要（その１）

調査目的と方法

市場動向に合わせた普及促進策立案への基礎データの収集を目的として、国土交通省・地方自
治体・民間工事を含めたICTの導入実績（推移）と導入状況、導入環境を調査した。調査は、施工

者へのアンケートにより実施した。

調査対象 ※複数の団体に所属している企業を含む調査対象

調査対象者

H24年度調査

（H21年度～H23年度の実施工事対象）

調査数
（社）

回答数
（社）

回答率
（社）

※複数の団体に所属している企業を含む

（社） （社） （社）

一般社団法人 全国建設業協会 会員 ２３５ ２１８ ９２．８％

一般社団法人 日本機械土工協会 会員 ３７ １２ ３２．４％

一般社団法人 日本建設機械施工協会 会員 ５４９ １３１ ２３．９％

般社 法人 本道路建設業協会 会員一般社団法人 日本道路建設業協会 会員 １６７ ７６ ４５．５％

社団法人 日本建設業連合会 会員 １４１ ６８ ４８．２％

回答社数（重複を含まない調査総数） ４０９社

調査対象技術調査対象技術

A:MC技術（モータグレーダ）
B:MC/MG技術（ブルドーザ）
C:MG技術（バックホウ）
D:MC/MG技術（その他）
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E:TS出来形管理（土工）
F:TS出来形管理（舗装工）
G:TS・GNSS締固め管理技術
H:振動ローラの加速度応答による面的な品質管理



参考 導入実績の調査概要（その２）

アンケート調査項目について

「導入実績調査」のアンケート調査項目

●企業属性の調査項目

Q:国内における情報化施工の活用実績の有無を記載してください。（国土交通省直轄以外も含む）

【選択肢:情報化施工の実績有し、情報化施工の実績無し】

Q:国内における情報化施工の年度別活用工事の経験を記載してください。（国土交通省直轄以外も含む）

【回答欄:実施年度ごとの実施件数】

Q:情報化施工を扱える技術者の職員数を記載してください。

【回答欄 情報化施工の技術者数】【回答欄:情報化施工の技術者数】

●情報化施工の活用状況に関する調査項目

【調査対象】

平成２３年度に実施した工事を対象に調査（平成２３年度に発注された工事とは一致しない）

Q:情報化施工活用工事に導入した技術を記載してください。（複数回答）

【選択肢:MC技術（ﾓｰﾀｸﾞﾚｰﾀﾞ）、MC/MG技術（ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ）、MG技術（ﾊﾞｯｸﾎｳ）、MC技術（その他）、

TS出来形（土工）、TS出来形（舗装工）、TS・GNSS締固め、加速度応答を用いた締固め、その他】

Q:情報化施工技術の調達方法を記載してください。（複数回答）

【選択肢:自社所有、下請業者所有、レンタル・リース、測量機器メーカー、その他】
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参考 情報化施工の導入実績の推移

•平成２１年度から平成２３年度に情報化施工を活用している企業については すべての競争参加資格•平成２１年度から平成２３年度に情報化施工を活用している企業については、すべての競争参加資格
において活用経験を有する企業が増加傾向にある。

•平成２３年度の情報化施工の活用経験を有する企業数（リピータ）は、平成２２年度と比較すると、一般
土木Ｃ、舗装Ｂの競争参加資格を有する企業が増えている。
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情報化施工技術の活用経験を有する企業

注）競争参加資格は、企業の本社が位置する地方整備局が定める有
資格者名簿を用いて分類した。

注）競争参加資格で一般土工Ａ～Ｄと、舗装Ａ～Ｂを保有する企業の
実績は、舗装工における競争参加資格に分類した。

過去に情報化施工の活用経験の有する企業数
（H21年度以降） 4



参考 情報化施工の実績の有無

•情報化施工の経験の有無については 回答した企業の約６割（４０９社中２３７社）が情報化施工を活•情報化施工の経験の有無については、回答した企業の約６割（４０９社中２３７社）が情報化施工を活
用した経験を有している。

•競争参加資格別の情報化施工の経験の有無については、一般土木Ａでは約８割（４２社中３４社）、
一般土木Ｂでは約６割（４０社中２５社）、一般土木Ｃでは約６割（１４１社中８２社）、一般土木Ｄでは約
１割（１８社中１社） 舗装Ａでは約９割（４９社中４５社） 舗装Ｂでは約７割（５３社中３６社）が情報化施１割（１８社中１社）、舗装Ａでは約９割（４９社中４５社）、舗装Ｂでは約７割（５３社中３６社）が情報化施
工を活用した経験を有している。
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情報化施工技術の活用経験の有無

平成２３年度
情報化施工技術の活用経験の有無（競争参加資格別）

実績有り 実績無し

(1社)
( 3社)

0%
一般土木Ａ 一般土木Ｂ 一般土木Ｃ 一般土木Ｄ 舗装Ａ 舗装Ｂ その他

実績有り 実績無し

情報化施工技術の活用経験の有無 情報化施工技術の活用経験の有無（競争参加資格別）

注）競争参加資格は、企業の本社が位置する地方整備局が定める有資格者
名簿を用いて分類した。

注）競争参加資格で一般土工Ａ～Ｄと、舗装Ａ～Ｂを保有する企業の実績
は、舗装工における競争参加資格に分類した。
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参考 情報化施工の導入実績の推移（競争参加資格別）

•競争参加資格別の導入実績の推移は 平成２１年度以降すべての競争参加資格において 活用経•競争参加資格別の導入実績の推移は、平成２１年度以降すべての競争参加資格において、活用経
験を有する企業の割合が増加している。
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情報化施工技術の活用経験を有する企業の割合

一般土木Ａ 一般土木Ｂ 一般土木Ｃ 一般土木Ｄ 舗装Ａ 舗装Ｂ その他

実績有り 実績無し

注）競争参加資格は、企業の本社が位置する地方整備局が定める有資格者名簿を用いて分類した。

注）競争参加資格で一般土工Ａ～Ｄと、舗装Ａ～Ｂを保有する企業の実績は、舗装工における競争参加
資格に分類した。

注）H19,H20年度の集計は、H21年度に実施した導入実績調査結果に基づく値である。
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参考 情報化施工の技術別活用回数

•平成２３年度の情報化施工の技術別活用回数は 一般化を推進しているＭＣ技術（モータグレーダ）平成２３年度の情報化施工の技術別活用回数は、 般化を推進しているＭＣ技術（モ タグレ ダ）
は１６９件、ＴＳ出来形（土工）は１８８件と活用回数が多い。実用化を検討しているＭＣ／ＭＧ技術（ブ
ルドーザ）は１２３件、ＴＳ・ＧＮＳＳ締固管理は２２７件と活用回数が多い。ＭＧ技術（バックホウ）は５４
件の活用回数となっている。

•ＭＣ／ＭＧ技術（ブルドーザ）は国土交通省以外の工事での活用率が約５割を占めている。

N=977件

ＭＣ／ＭＧ技術（ブルド ザ）は国土交通省以外の工事での活用率が約５割を占めている。
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参考 情報化施工技術を扱える技術者数

•平成２３年度の情報化施工技術を扱える技術者について、回答した企業の７割（３８０社中２４８社）が平成２３年度の情報化施工技術を扱える技術者について、回答した企業の７割（３８０社中２４８社）が
情報化施工技術を扱える技術者を育成している。

•技術者を有する企業のうち6割（２４８社中１５４社）が情報化施工技術を扱う技術者数が１～５名と限定
的である。
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平成２３年度 情報化施工技術を扱える職員数（名）
注）競争参加資格は、企業の本社が位置する地方整備局が定める有資格者

名簿を用いて分類した。

注）競争参加資格で一般土工Ａ～Ｄと、舗装Ａ～Ｂを保有する企業の実績
は、舗装工における競争参加資格に分類した。
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平成２３年度 情報化施工技術を扱える職員数（名）



参考 情報化施工技術別の調達方法（発注区分別）

•平成２３年度の発注者区分別の調達方法は、ＭＣ技術（モータグレーダ）は、公共工事（国土交通
省） 民間工事のいずれも約５割が自社保有とな ている ＴＳ出来形（土工）は 公共工事（国土交通省）、民間工事のいずれも約５割が自社保有となっている。ＴＳ出来形（土工）は、公共工事（国土交通
省）の約６割、民間工事の約４割が自社保有となっている。

•ＭＣ／ＭＧ技術（ブルドーザ）は公共工事（国土交通省）の約６割、民間工事の約２割、ＭＧ技術（バッ
クホウ）は公共工事（国土交通省）の約８割、民間工事の約１割、ＴＳ・ＧＮＳＳ締固めは公共工事（国土
交通省）の約８割 民間工事の約９割がレンタル リ スによる調達とな ている交通省）の約８割、民間工事の約９割がレンタル・リースによる調達となっている。

調達方法の発注区分別の回答数
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平成２３年度 技術の調達方法に関する割合（公共工事（国土交通省））
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平成２３年度 技術の調達方法に関する割合（民間工事）



参考 情報化施工に関する意見や要望（抜粋）

■ＭＣ技術（モータグレーダ）■ＭＣ技術（モ タグレ ダ）
人材育成について、講習会以外に実際の現場で経験しなければ技術が身に付かない。実践
経験を増やす必要がある。

■ＴＳ出来形（土工）
ＴＳ出来形で対応できない箇所（曲線部 すりつけ部）の対応方法や監督職員等への提出資ＴＳ出来形で対応できない箇所（曲線部、すりつけ部）の対応方法や監督職員等への提出資
料など運用面で不明瞭な部分がある。
ＴＳ出来形では設計との差異がmm単位で数値化される。数値化された値について、受発注者
の現場担当者が技術的に適切な判断を実施できるよう、現場実態に沿った人材育成が必要で
あるある。

■ＭＣ／ＭＧ技術（ブルドーザ）
現場環境に応じて情報化施工機器を選定できる仕組みとすべき。現場環境や施工条件で導入
が困難あるいは効果が少ない場合は、発注条件から除外する等の措置を実施できる仕組みを
構築してほしい構築してほしい。

■ＭＧ技術（バックホウ）
情報化施工で利益を確保するためには自社保有することが望ましい。工事の受注機会の目処
が立たないことから、レンタル・リースで対応せざるを得ない。

■ＴＳ・ＧＮＳＳ締固め■ＴＳ ＧＮＳＳ締固め
回数管理だけでは施工品質は確保できない。情報化施工技術で得られる情報だけを頼りすぎ
ることによって、受発注者の現場担当者の技術的な判断力が低下しないように取り組む必要が
ある。
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参考 情報化施工に関する意見や要望（抜粋）

■共通■共通
情報化施工は技術革新による導入効果を期待できるため、この動きを停滞させないためにも、
情報化施工技術の開発助成制度や機器のアタッチメント化などの容易な調達環境の実現を推
進して頂きたい。
初期コストを回収するために 施工者としても導入後のシステム有効利用を検討し 全体的なコ初期コストを回収するために、施工者としても導入後のシステム有効利用を検討し、全体的なコ
ストダウンを図る企業努力が必要である。
情報化施工の導入により現場作業は効率化しているが、リース費用が割高で費用対効果が得
られていないため、今後も総合評価や工事評定点等のインセンティブは必要である。
現場条件によっては導入コストが回収できず赤字になる現場（発注者指定でも採算がとれな現場条件によっては導入コストが回収できず赤字になる現場（発注者指定でも採算がとれな
い）もある。情報化施工による効率化が総じて単価の低減や工期短縮につながるわけではな
い。
情報化施工の設計データを作成するためには、整合のとれた発注図書が必要である。上流側
での成果の改善にも取り組んで頂きたいでの成果の改善にも取り組んで頂きたい。
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